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1“Wir  sind  das  Volk.”（我々が人民である。）――― 1989 年 10 月ラ
イプチヒ・デモの最初のスローガン
（ 1 ）
「人間にとって , 権力も，それによる支配も要らない。要るのは話し
合いだけである。」（飯尾
（2）
）
　　　　　　　　　　　　　　
ABSTRACT
　We should become aware of the upcoming new stage in human history; 
communal society. The new social system is based on the perfect autonomy and 
cooperation of all people. We analyze the process from the cybernetic viewpoint 
on history.  
　       
目　次
1 　オバマ選挙が生まれた根底には世界変動の胎動がある。
2 　ソ連の崩壊そして「アメリカニズム型グローバリゼーション」路線の行き
詰まりは本質的に同根。―――根底は＜一様化＞＝＜支配と権力＞志向の崩壊
（ 1 ）1989 年 10 月の一連のライプチヒ・デモは「ベルリンの壁」崩壊に導いた流れの主要な
一つ。NHK・HV2009 年 6 月 16 日放送「プレミアム・エイト」。
（ 2 ）飯尾（1991）318 ページ。
始まった人類史的新段階 :
「協同社会システム」への胎動
――「支配」と「権力」の終焉 : “情報システム史観”からの視角提起
The Upcoming New Stage in Human History ; Communal Society 
― from the Cybernetic Viewpoint on History
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2.1　マルクスとソ連の「集権主義」と＜一様化＞志向
2.2　ソ連崩壊と「アメリカニズム型グローバリゼーション」の行き詰まり
3 　なぜ，＜一様化・集中化＞＝＜支配と権力＞志向は今日崩壊するのか。
―――自然史・人類史の発展を統一的に捉える「情報システム史観」からの
視角
3.1　第一段階＝物質の相互作用
3.2　第二段階＝生物・DNA による＜制御＞の発生
3.3　第三段階＝中枢・脳による＜学習制御＞の発生・＜経験学習＞
3.4　第四段階＝人間による記号（ことば・文字）の発生と＜通信学習＞。
文化と技術。しかし＜支配と権力＞を基礎づける＜支配型通信学習
4 4 4 4 4 4 4
＞段階。
3.5　「人間主体間の制御」の三基本型―――（イ） 「支配」＝一方的制御，（ロ） 
「協同」＝相互的制御， （ハ） 「非協同」＝相互に制御不能
3.6　新段階としての第五段階＝＜協同的通信学習
4 4 4 4 4 4 4
＞段階の到来。過去の「機
械化」と異なる情報技術革命による一般労働の知的化，＜多対多＞通信，
情報の共有化。一般人の情報水準の発展と＜参加力
4 4 4
＞の増大。「文字」以
来の＜支配＞型の崩壊。―――これまでの人には予想できなかった事態。
4 　新段階の根本は「すべての人の自律性と参加による協同」としての「協同
社会システム」＝＜支配＞型否定への第一歩。“資本主義
4 4 4 4
”ではなくなる
4 4 4 4 4 4
。
4.1　経済における参加と協同の全面化。市場と企業の変革。
（イ）市場が持つべき広義の“公共性”。＜互酬＝協同＞としての交換と市場。
　　市場機構を事前調整機能と自動調整機能を併せもつ「協同的市場」に。
（ロ）企業本質の根本的変革。「企業の目的」は「社会的ニーズの充足」。
利潤は制約条件。企業における労働者・消費者参加。＜労働制御権＞を
売らない賃金。＜労働と資本＞のシステムは続く。しかし“資本主義
4 4
”
ではなくなる。労働の社会性と企業の社会性。環境に関する「被担性」
の自覚。
（ハ）ニーズの型に見合って協同的市場・参加型公共・市民組織形態を総合。 
4.2　国内・国際政治における参加と協同の徹底化。「新しい民主主義
4 4 4 4 4 4 4
」。
（イ）「手の届く組織」としての自治体・国における参加・自治・分権の徹
底化。“お任せ代議制”“票決主義”の「古い民主主義」からの脱皮。市民・
4 4 4
国民の直接的協議と協同学習
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に立つ「新しい民主主義
4 4 4 4 4 4 4
」。公共体改革。
（ロ）全ての人・地域・国の多様性
4 4 4
・公平性
4 4 4
・自治・
4 4 4
協同に立つ
4 4 4 4 4
正しいグロー
バリゼーション。 
5 　日本の「転換期」と日本人のもつ可能性と将来
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1　オバマ選挙が生まれた根底には世界変動の胎動がある。
　オバマは核兵器廃絶を演説し同趣旨の安保理決議の推進，自国の核弾頭削減
計画など多くの面で従来の大統領と期を画する姿勢に出ている。「オバマは米
国と世界をどう変えるか」という議論はますます増えよう。だが，当然のこと
ながら，「そうはなかなか行くまい」と反論なども出て，議論が続くだろう。
当面の政策結果はこれからも一進一退を見せるだろう。しかし，今日の大切な
所は，その当面の政策結果の予測ではない。問題の根本はそこではない。その
ような変動予測の議論を起こさせるオバマを，今回アメリカ国民が伝統的な「人
種的偏見」を超える形で当選させたという事実基盤そのものの長期的評価が大
切なのである。すなわち，そのようなオバマを今回登場させたアメリカ国民の
存在条件は，これからも一進一退をみせながらも，長年月にわたって次々とい
ろいろな形でアメリカに新しい事象を起こしてくることは間違いない。そのよ
うな連続がこれからのアメリカと世界をどう変えていくだろうか。そこが核心
なのである。
　しかしさらにもう一歩
4 4 4 4 4 4 4
深く考えよう。今回これまでのアメリカでは見られな
かったような形での行動をアメリカ国民にとらせた根底ないし基盤には，いっ
たい何があるのかと考えねばなるまい。そう考えるとき，そこにはアメリカ国
民が今回そのような結果にいたる行動をとらざるを得なかった「世界の動向・
大勢（たいせい）」があるということに気づくだろう。すなわち，近年，米国
において，とくにブッシュに強く現れた，米国の「アメリカニズム拡大政策・
アメリカ一国優先主義」のあり方に世界の大勢がいろいろな形で NO を出して
おり，その行き詰まりを感じとった多くの米国民がその方向転換への必要をそ
れなりに感じ取り，それが伝統的な「人種的偏見」をも超える形でのオバマ当
選という事実になったということである。つまりオバマ選挙という事態が生ま
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
れた根底には，その世界の大勢変動がある
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。したがって，今日の事実の核心は
4 4 4 4 4 4 4 4 4
「今
4
回の行動を米国民にとらせたような世界の大勢は
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，これからの世界をどう変え
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
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ようとしているか
4 4 4 4 4 4 4 4
」ということだ
4 4 4 4 4 4
といわざるを得ないのである。
　こう気づいてくると，オバマ選挙の意味するものの深さと大きさにあらため
て気づく。それは，これから始まろうとしている世界の変動への開始の信号な
のである。その信号の意味を読み取るためには，もうすこし分析が必要となる。
　また，最近のわが国における
4 4 4 4 4 4 4
「政権交代
4 4 4 4
」の現象も，その当面の一進一退だ
けが大切なのではない。オバマ現象と同じくそのような国民的反応の持つ今後
の長期的意味合いが大切になる。この事象もここで述べてきた「世界の変動」
とつながりをもっている。このことについては最後に触れよう。　
　
2 　ソ連崩壊そして「アメリカニズム型グローバリゼーション」路
線の行き詰まりは本質的に同根―――根底は＜一様化＞＝＜支配
と権力＞志向の崩壊
　いまや，アメリカ型の「市場原理主義」（market fundamentalism）を世界に
拡大しようと努める「アメリカニズム型グローバリゼーション」にたいする批
判はいろいろな形で言われている。ここで念を押すまでもないが，「市場原理
主義」というのは単に“市場原理”を基本にするということではない。この言
葉を造語したジョージ・ソロス（G. Soros）がいうように，それは「市場政策
における原理主義」ということであり，20 世紀初頭のアメリカで現れた一つ
のプロテスタント集団＝「原理主義」派などと同様のあり方，すなわち「極端
に走りがちなある種の信仰」（ソロス）とも言うべきあり方を市場政策・経済
政策に適用することを表現している。
（3）
そして，そのようなあり方で極端な「自
由放任」主義に立つ市場万能主義，企業効率至上主義，マネー価値第一主義を
一元的に徹底化する政策路線がサッチャーで生まれ，レーガンで増幅され，以
来，ブッシュに到るまで，＜アメリカ一国優先主義＞といわれる政治路線とと
（ 3 ）Soros（1998）邦訳 198 ページ。なお「fundamentalism: 語源は 20 世紀初頭に起きた米
国のプロテスタント内の一流派の運動。天地創造，処女懐胎，キリストの犠牲死による贖罪・
再臨など聖書の記事すべての歴史的実在性の信仰を不可欠とする信仰」『ランダムハウス
英和大辞典』『岩波・哲学思想事典』など。
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もに，＜アメリカ発のグローバリゼーション＞として世界に拡大されてきた。
そのアメリカ発のグローバリゼーションが行き詰っているのが，＜世界の大勢＞
なのである。
　しかし，今ここで状況理解のためになによりも大切なことは，このアメリカ
4 4 4 4 4 4
発のグローバリゼーションの行き詰まりが
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，かつてのソ連圏崩壊と本質的に同
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
根だ
4 4
ということである。「ソ連崩壊は共産主義に起きた崩壊でありアメリカ主
導のグローバリゼーションはその“共産主義”の対極として現れたもの」と思
うのは皮相の見方に過ぎない。実は
4 4
，この二つは
4 4 4 4 4
＜同根
4 4
＞であり
4 4 4
，だからこそ
4 4 4 4 4
，
その一方はかつて崩壊し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，またその
4 4 4 4
＜対極
4 4
＞であるようにも見えた他方の側は
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
今崩壊に直面している
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と見るべきなのである。なお，すでに 17 年前に，その
ような理解を，独自の視角から示唆した日本のすぐれた思想家がいることも書
き加えよう。それは，アメリカニズム型グローバリゼーションを厳しく批判し
ているジョン・グレイ（J. Gray）が，その著書で一つの先駆的示唆として引用
した梅原猛の一文である。梅原は 1992 年の New Progressive Quarterly で次の
ように述べた。
　「……ソ連の劇的な崩壊は，近代性の主流である西欧自由主義の崩壊の先駆
けに過ぎない。自由主義は，マルクス主義の代替物，歴史の終わりにおける支
配的なイデオロギーであるどころではなく，次に倒れるドミノだろう。」
（4）
　なおグレイが，ここで梅原のいう「西欧自由主義」を，グレイが批判する「グ
ローバルな自由放任体制」（global laissez-faire）につながるものとして引用し
ていることも言うまでもない。
（5）
では，ソ連のあり方とアメリカ型グローバリゼー
ションがなぜ同根なのか。なぜ，その両者が引き続き生まれ，また引き続き行
き詰まるのか。そのことについての全面的理解は次の章における「情報システ
ム史観」からの説明を待とう。ここではまず，その出発点として，この両者の
どこが本質的共通点なのかを，知っておこう。それは，両者が
4 4 4
，ともに
4 4 4
，社会
4 4
（ 4 ）Umehara（梅原猛）（1992）p.10. Gray（1998）p.166. 邦訳 234 ページ。
（ 5 ）Gray（1998）第 8 章，pp.196 ～ 200，邦訳 275 ～ 281 ページなど参照。
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ないし世界に対しある種の
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
＜一様化
4 4 4
＞志向を強制しようとする考え方とそれに
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
もとづく
4 4 4 4
＜一元的支配システム
4 4 4 4 4 4 4 4 4
＞の実現努力に立っていること
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
である。
2.1　マルクスとソ連の「集権主義」と＜一様化＞志向
　マルクス主義とソ連のもつこの点については，筆者はさきに自著
（ 6 ）
などに詳述
しているので，ここでは要点的に述べさせて頂く。
　マルクスは人間社会の未来として，「自由な生産者のアソシエーション（協
同体）」としての自由社会たる共産主義社会を主張した。
（7）
しかし問題はこの「自
由な社会」に到る道筋である。マルクスは次のように主張した。
　「資本主義と共産主義社会との間には，前者から後者への革命的転化の時期
が横たわっている。それに照応するものは政治上の過渡期であって，その国家
はプロレタリアートの革命的独裁（die revolutionäre Diktatur des Proletariat）
にほかならない。」
（8）
 　そこで，全ての生産手段の国有への集中化とそれに立つ単一の中央計画経
済，これを実現するプロレタリアートの「前衛」政党としての共産党の一党支
配という道筋を開いた。後にレーニンが「マルクスは中央集権論者である」
（9）
と
いったのもみずからの集権主義への偏りに寄せたものとはいえ，的確といえた。
　ここで問題点を正確にとらえるためには，上述のマルクスの流れを「強権派
社会主義（authoritarian socialism）」として批判した社会主義の流れが 19 世紀
以来広く存在したことも十分に確認しておく必要がある。その「反強権派」の
流れは多様ではあったが，これに反批判したエンゲルスも「多くの社会主義者
は反権威主義者（anti-authoritarian）になっている」
（10）
と認めたように，その流
れは広く一貫して存在した。具体的には，協同組合型組織の拡大を説いたオー
（ 6 ）飯尾（1991）4, 5, 6, 7, 9 章。飯尾（1988）など。
（ 7 ）たとえば「土地の国有化について」（1872）, Marx-Engels Werke, ⅩⅧ , S.62.
（ 8 ）『ゴータ綱領批判』（1875）, Marx-Engels Werke, ⅩⅨ ,S.28.
（ 9 ）Lenin（全集）第 25 巻，邦訳 463 ページ。
（10）エンゲルス「権威について」, Marx-Engels Werke, ⅩⅧ ,S.305-8.
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ウェン（R. Owen）の流れ，
（11）
19 世紀フランスでアソシアション（association）
としての労働運動をすすめたアソシアニズム
（12）
，それにつながり，「労働者会社」
を中軸にする分権と相互主義に立つコミューン（自治体）の連合システムを構
想したプルードン（P. J. Proudhon）
（13）
，第一インターナショナルでマルクスと対
立したバクーニン（M. Bakunin），
（14）
またアソシァニズムを引き継いで労働組合
を社会的管理主体として主張したサンディカリズム（syndicalisme）
（15）
など，こ
れらの流れはいずれも集権主義的な一元的支配を否定した，いわゆる「自由派
4 4 4
社会主義
4 4 4 4
（libertarian socialism）」などとよばれる
（16）
流れである。そこでの重要
4 4 4 4 4 4
な特徴は
4 4 4 4
，この
4 4
「自由派
4 4 4
」の流れがいずれもマルクスと違って
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，「過渡期とし
4 4 4 4 4
ての独裁
4 4 4 4
」を否定し
4 4 4 4
，現実の中で自由な生産者連合を拡大し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，これで未来社会
4 4 4 4 4 4 4
への移行過程を形成する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
＜現実―未来の貫通性
4 4 4 4 4 4 4 4 4
＞に立つことである
4 4 4 4 4 4 4 4
。バクーニ
ンは，これを「自由は自由のみによって生み出すことができる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」と表現した。
そして「過渡期の独裁」は「人民によって選ばれた少数の代表者による統治と
しての専制が成長する虚構」になりはしないかと批判した。
（17）
マルクスはこれを
「馬鹿な !（Asine!）」と言って反批判した。
（18）
しかし，結果はバクーニンの“不安”
がまさしく的中したというほかない。結果は 20 世紀のソ連における思想統制
と強権支配による＜一様化＞志向と集権的システムに落ち着いたことは周知の
歴史的事実である。
（19）
　なお，「自由」「反集権」を強調する自由派社会主義の流れが，なぜ 19・20
（11）Owen（1813 ― 20）.
（12）たとえば飯尾（1991）128 ― 134 ぺージ参照。
（13）同上 136 ― 9 ページ。たとえば Proudhon（1867）.
（14）たとえば Bakunin（1873）. これは『国家と無政府』といわれるが正確には『国家主義と
無支配』。邦訳・三一書房の「凡例」参照。
（15）たとえば飯尾（1991）183 ― 8 ページ参照。
（16）たとえば Nettlau（1935）, 邦訳 10, 193 ページ。
（17）Bakunin（1873）pp.346 ― 8, 邦訳 214 ― 5 ページ。
（18）Marx-Engels Werke, ⅩⅧ , S. 634 ― 5. バクーニンへの「書評ノート」。くわしくは飯尾（1991）
146 ― 9 ぺージ。
（19）たとえば飯尾（1991）第 7 章など参照。
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世紀前半の欧州でもっと有力化し得なかったのか。その基盤を示すのは次章の
役目だが，ここでその答えを前触れしておこう。それは，19・20 世紀前半の
欧米社会が，産業革命から重化学工業革命にいたる技術的開花が生む「集中
化」・「一様化」を変化の推進力とした時代であり，大衆の情報能力や自律性，
そして＜参加力＞のまだ低い時代であった社会の大勢が作用したということが
ある。
（20）
そして反対に，今，情報技術革命につながる 20 世紀後半期から現在に
かけては，従来の機械化時代と異なって「集中化」と「一様化」を超えそれら
を根本から否定する＜参加＞の時代に入ったということである。
2.2　ソ連崩壊と「アメリカニズム型グローバリゼーション」の行き詰まり
　20 世紀半ばは，米ソ“二大大国”によるしのぎ合いで幕を開いた。そして
時代の流れの中でまずソ連圏が崩壊した。20 世紀後半の時が経つにつれて，
ソ連・東欧でもそれなりに技術・生産・消費の発展と多様化も見られ，“と
くに科学技術革命（当時のソ連では情報技術革命のことをさす・引用者）が
問題となり始めた 1970 年代とともに中央計画経済のもつ国民の必要に答える
能力の欠如，経済発展テンポの低下が現れた。”（ポポフ）
（21）
それでも 74 年秋に
東京で開かれた日ソ経済学シンポジウムでソ連の主要報告者モーディン（A. 
Modin）はソ連共産党の方向として“コンピュータ・センターの国家的ネット
ワークの全国的構築を徹底化することにより計画経済の効果向上をはかる”と
述べた。そのとき予定討論者の筆者は「そのような方向は失敗するのではな
いか」と述べた。
（22）
それから十数年，ソ連・東欧の激しい変革が進んだ。その
方向としては，ポーランドのブルス（W. Brus），ハンガリーのフリッシュ（I. 
Friss），またわが国の佐藤経明，岩田昌征，筆者などが早くから指摘した方向
の変革が目指された。
（23）
「一党独裁」体制の廃棄，労働者・市民の自由と産業経
（20）たとえば飯尾（1991）第 5 章なども参照されたい。
（21）モスクワ大学教授。G. Popov（1989）邦訳 10 ページ。.
（22）Modin, A. A.（1974）. ソ連中央数理研究所長代理。飯尾（1991）285 ページ。
（23）Brus（1961）. Friss.ed.（1971）. 佐藤（1975）. 岩田（1971）. 飯尾（1972）（1981）.
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営参加の拡大，産業の自主管理と市場経済の結合，所有構造の多元化に立つ市
場の民主的形成などである。以後，現実は多様に進んだが，＜集中化＞と＜一
様化＞に立つシステムは崩壊した。
　90 年代に入って＜米ソ冷戦＞の終焉とともに，アメリカの国際的発言力は
強まった。そこに＜アメリカ発グローバリゼーション＞が登場する。もともと
は，グローバリゼーション（globalization: 地球化）とは，社会学者ギデンス（A. 
Giddens）もいうように，政治・軍事・経済・文化において「遠い所の社会事
象がこちらの社会にひびく」という「世界規模の社会関係の強化」を意味す
る。
（24）
そして，96 年のリヨン・サミットでもいわれたように，各人・各地での
行動が地球規模での環境破壊に結びつくという問題意識，そしてそれらの事態
をなくすためにグローバルな視点に立つ「地球市民」という言葉も生まれた。
しかし，多くの人が指摘するように，現実にアメリカ主導で強力に現れたのは，
ソ連崩壊状況のもと「自由企業体制が向かうところ敵なしの世界」（ギデンス）
（25）
で，資本移動・商品移動の国際障壁の打破というスローガンのもとに「すべて
の国の経済生活をアメリカの自由市場のイメージに従って造り変える」（グレ
イ）
（26）
という市場原理主義志向としての＜アメリカニズム型グローバリゼーショ
ン＞であった。それは「自由放任」志向ということで「多様化」のように聞こ
えるが，すぐれたアメリカニズム研究を示す川島正樹教授が指摘するように「実
4
質的にはアメリカニズムの世界標準化
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」
（27）
を志向する＜一様化・集中化＞志向に
ほかならなかった。
　ここで次の重要な点をみておこう。アメリカニズム型グローバリゼーション
の中軸は，上述のように「市場原理主義への一様化」であるが，その志向はさ
らに深く社会の根底につながる。すでに 2004 年にオバマに注目しインタビュー
した川島氏がその編著での歴史的分析と最近のデータから詳しく指摘するよう
（24）Giddens（1990a）邦訳 83 ページ。Giddens（1999）pp.6 ～ 9.
（25）Giddens（1990b）邦訳 231 ページ。
（26）Gray, J.（1998）p.4. 邦訳 6 ページ。
（27）川島編（2005） ⅳページ。
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に，「アメリカニズム」は世界にたいして「民主主義と自由の普遍的価値の追求」
として自己主張するが，実質としては，人種差別などから起きる社会的格差現
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
象をすべて自由市場における自由競争が生む
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「自己責任
4 4 4 4
」として社会政策問題
4 4 4 4 4 4 4 4 4
から消去する
4 4 4 4 4 4
論理がその一つの本質なのである。したがってアメリカニズム型
グローバリゼーションは，このアメリカニズムのもつ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「自己責任論
4 4 4 4 4
」を世界に
4 4 4 4
拡大する
4 4 4 4
「強力なシステム化圧力
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（川島）そのものとなる。
（28）
グレイが，その
著書の結論で，アメリカニズム型グローバリゼーションを人類史上の「隷属の
4 4 4
歴史
4 4
（the history of servitude
444 4444444 44 444444444
）におけるもう一つの展開
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」
（29）
であるといったの
も的確といえる。人種差別を超えるオバマ登場が人類史的変動の兆しとなった
ことも，まさにその歴史的論理の展開といえよう。　
　「人民のため」といいながら，本論冒頭に示した「我々が人民である
4 4 4 4 4 4 4 4
」とい
う人々の声によって崩れたソ連圏。そして今，「自由と民主主義」といいながら，
そのアメリカニズムへの一様化が実質に人々の福祉につながらず行き詰まりつ
つあるアメリカ。なぜそうなるのか。その理由をみるのが次章である。
3 　なぜ，＜一様化・集中化＞＝＜支配と権力＞志向は今日崩壊す
るのか。―――自然史・人類史の発展を統一的に捉える「情報シ
ステム史観」からの視角
　ここで，今起きつつある世界変動の本質をみよう。それは，その変動が
4 4 4 4 4
“第
4
二産業革命
4 4 4 4 4
”または
4 4 4
“ポスト近代
4 4 4 4 4
”といった枠組にとどまるものではなく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，“人
4
類史展開以来の変動
4 4 4 4 4 4 4 4 4
”である
4 4 4
と認識することがいささかも大げさではないと知
るための一つの視角提起である。分析視点が神経生理学や情報科学の視点につ
ながるので「情報システム史観」と名づけている。自然史・人類史の発展を「制
御」の視点からして，次の五つの段階で見ることができる。
（30）
（28）川島編（2005）ⅲ～ⅳページ。またオバマへのコメントは 213，365 ページ参照。
（29）Gray, J.（1998）p.208. 邦訳 291 ページ。
（30）飯尾（1999a）。飯尾（1998）第 4，10 章。ここでは紙数の関係もあって「第一～第三段階」
等はやや重点的に述べる所もあることをお許し願いたい。
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3.1　第一段階＝物質の相互作用
　自然の発展の端緒的段階としては，自然の物理・化学システムにおいて，一
定の環境条件による相互作用のもとに各種システム構造の形成・変化が現れる。
たとえば条件変化による物体の基本的な状態変化＝“様変わり”をみせる「相
転移」をはじめ，多くの自己安定化・自己活性化状態が多様にみられる。この
レベルで現れる現象は，「制御」というのには，ややふさわしくない。「物質の
相互作用による変化」とよんでおこう。
3.2　第二段階＝生物・DNA による＜制御＞の発生
　生物と DNA レベルの発生とともに，環境にたいする「制御」と表現できる
レベルの現象が現れる。生物が，環境条件を受け取って環境に働きかけ，自ら
と環境との関係を制御する多様な構造が展開する。しかし，DNA は世代間で
伝承されていくが，メモリー装置としては「書き込み」が利かず，メモリーを
増やせない ROM（Read Only Memory）型記憶装置である。したがって，そ
の限りでは，生物の生態・制御は，個体的にも世代的にも固定的で，その発達
は DNA の突然変異に依存する。これだけでは制御はワンパターンになり有効
性も発展しない。そこで自然の進化が生み出したのが生物における「中枢・脳」
である。
3.3　第三段階＝中枢・脳による＜学習制御＞の発生・＜経験学習＞
　DNA のほかに，生物がその行動経験の中で得た「学習成果」を“刷り込み”，
書き換えの利く RAM（Reader Access Memory）型記憶装置としての「中枢神
経系・脳」が生まれる。これによって，個体が制御ルール・行動様式を改善し
ていく「学習制御」（learning control）が生まれる。ただ，この段階は行動経
4 4 4
験による学習
4 4 4 4 4 4
であり「経験学習」（learning by doing）とよばれる。扁形動物
のプラナリア，環形動物のミミズ，軟体動物，昆虫なども経て，四億年前に，
脊椎動物が原始魚類として現れたときに中枢神経系の発展が本格化する。両棲
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類，爬虫類，鳥類，哺乳類と進化して，ヒトでは DNA が 1010 の情報量しか蓄
えないが脳の情報量は 1013 にまで増える。
（31）
ここで最大の問題は，脳・中枢に
よる学習成果は DNA によって「親」から「子」に「伝承」できないことである。
「子」は学習をまた一から始める。これでは世代の学習成果を積み上げていく「発
達」は不可能である。ここで人間の脳による次の段階が生まれる。
3.4　第四段階＝人間による記号（ことば・文字）の発生と＜通信学習＞。文
化と技術。しかし＜支配と権力＞を基礎づける＜支配型通信学習
4 4 4 4 4 4 4
＞段階。
　すぐれた神経生理学者・故塚原仲晃も言ったように，人間の脳は，DNA・
脳に続く「第三の記憶系の出現」（塚原）
（32）
としての「記号」（言葉・文字）を生
み出す。これによって「経験学習」とは異なる，質的に発展した学習制御とし
ての「通信学習」（learning through communication）の段階が生まれる。
（33）
脳科
学者エックルス（J. C. Eccles）のいう「人類史上最大の発明の一つ」
（34）
である。
　たしかに多くの動物も多様な形で情報を発信し受信する。しかし，動物によ
る信号の発信は，その発信された状況で起きた動物の心身の状態と密着してお
り，「徴候」（symptom）とよばれるタイプである。鳥は求愛しているのではな
い時に「求愛」の信号（鳴き声）を発信できない。このような表現形態と表現
内容との常時的な密着性を“有縁性”（有契性 :motivation）という。人間は違う。
人間は空腹でない時にでも「空腹」という言葉を発信できる。そのように，人
間の言葉は，表現形態と表現内容との間に常時的な密着性はなく，その対応関
係は通信主体相互間の慣習やルールによって決まる。人間の言葉はその表現内
容との非密着性・遠隔性としての“無縁性”（無契性 :unmotivation）に立つシ
ンボル記号（symbol）である。
（35）
この「言葉」により，人間は昔の事や遠くの
（31）飯尾（1999a）13 ～ 15 ページ。戸川編（1995）141 ～ 163 ページ。都甲・松元編（1996）
129 ～ 175 ページ。塚原（1987）153 ページ。
（32）塚原（1987）154 ページ。
（33）この項については飯尾（1999a）16 ～ 31 ページ。また飯尾（1998）第 3，4 章。
（34）塚原（1987）157 ページ。なお Eccles（1989）.
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場所での事について自由に発信し受信できる。それにより，人間は自ら経験し
4 4 4 4 4 4 4 4
ていない事象を
4 4 4 4 4 4 4
「知る
4 4
」ことによって自らの行動ルールを改善する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「通信学習」
が出来るようになった。
（36）
さらに，この「言葉」の展開に立ち，DNA・脳など個々
の生体内部にある内部記憶装置とは異なって，「外部記憶装置」としての「文字」
をも確立する。
（37）
これにより，人間は学習成果を伝播・継承していく通信学習
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を
完全に展開できるようになった。人間は経験学習と通信学習を織り合わせて学
習能力を展開し，歴史的にも空間的にも学習を増幅した。これが人間固有の「文
化」と「技術」の歴史的展開である。しかし，ここで二つの問題がある。一つ
はレオナルド・ダ・ヴィンチが“科学は第二の自然の創造である。自然は創造
物を変化させないが，人間が自然に加工して創ったものは刻々に変化する”と
言ったのにつながる事で，
（38）
技術による自然への撹乱作用としての環境問題であ
る。これはすでに多く論じられている。本論も第 4 章で触れる。ここで取り上
げるもう一つの問題は，「第四段階」の性格をはっきりさせる，そして今日ま
だ十分に論じられていない問題点である。それは，人間の通信学習が始まって
以来，今日にいたる第四段階は，一貫して内容的には＜社会における一部の人々
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
が
4
，なんらかの形で他の人々を支配するシステム
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
＞を基礎づけるものとしての
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「支配型通信学習
4 4 4 4 4 4 4
」の時代
4 4 4
であり続けてきたということである。　
　もともと，記号文字として最古の楔形文字によって伝えられた情報内容は，
王と王族への賛辞や服従を示す文章であった。また，それらの文字を教え扱う
者は貴族階級に属する人々であった。
（39）
ギデンスも非近代国家における「書字」
（35）飯尾（1998）39 ～ 49 ページ。人間のかわす信号（signal）を「記号」（signs）とよぶ
ことが多い。なお記号には言葉・文字のほか「指標」「アイコン」等々もある。川本（1986）。
川本ほか編（1982）Ⅰ，191 ～ 204 ページ。また飯尾（1999b）。
（36）同上。なお人間は有縁性の性格をも持つ記号も併用して“人間としての有縁性”の世
界をつくる。これは芸術文化などの理解において重要である。飯尾（1998）48 ～ 49 ページ。
川本（1986）127，147 ページ。川本ほか編（1982）Ⅲ。加藤ほか（1983）。飯尾（1999b）。
（37）塚原（1987）158 ページ。なお，画，彫刻なども通信学習を支える。飯尾（1999b）。
（38）Cassierer（1927）S. 72, 邦訳 83 ページ。『レオナルド・ダ・ヴィンチの手記』下 17 ページ。
（39）Bottero（1993）邦訳 25，43，91，109 ページ。Jean（1987）邦訳 24 ～ 25 ページ。
←
14 経済理論　354号　2010年 3 月
（writing）と「管理権力」との関係について詳述している。
（40）
近世における活字
の発生は，やはり中世の宗教支配・聖書普及のために生まれたとはいえ，結果
として非宗教的な情報の普及も進め，フランス革命の頃には大衆のための新聞・
雑誌も生み出された。
（41）
しかし，その近代にあっても，＜文字・記号処理の難し
さ＞は＜エリートの知＞として続いた。アダム・スミスが「今日の社会では，
思考と理性はごく少数の人々による仕事となり，それらの少数の人が巨大な働
く大衆の思想と理性を供給している」というように，
（42）
産業革命期イギリスの中
心工業地帯で，一般労働者の 60 パーセントが字を書けなかった。
（43）
それらの労
働者が「機械化」により普及した“単純労働者”となり「上」からの情報とルー
ルで働くトップダウン・コントロール・システムが確立していった。
（44）
　このようなあり方は社会システム全体に浸透する。市民革命による「代議
制」も，十分な情報能力を持たない大衆が「エリート（選ばれた人）」に「代議」
を任せるシステムとなる。マクルーハンが「活字の普及が……中央集権的な力
を造りあげた」
（45）
という状況もここにつながる。
　このように，文字が発明されて以来の社会では「情報を占有し社会のルール
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を教える者
4 4 4 4 4
」と
4
「情報を持たず
4 4 4 4 4 4
，指示されたルールを学習する者
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」との社会的
4 4 4 4 4
分離
4 4
が生み出され続けてきた。各時代における実力（暴力）による支配，財力
による支配は，つねに情報による支配と一体化していた。すなわち，“大衆
4 4
”
の側は情報水準・知的水準が低く
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，発信能力を持たない
4 4 4 4 4 4 4 4 4
。大衆は
4 4 4
「上
4
」からの
4 4 4
情報を受信し
4 4 4 4 4 4
，情報内容の
4 4 4 4 4
＜一様化
4 4 4
＞が進行する
4 4 4 4 4
。これは
4 4 4
，大衆の側での通信
4 4 4 4 4 4 4 4
学習による
4 4 4 4 4
＜行動ルールの一様化
4 4 4 4 4 4 4 4 4
＞を生み出す
4 4 4 4 4
。この情報状況の上に立って
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，
「上からの制御
4 4 4 4 4 4
」の
4
＜集中化
4 4 4
＞が進行する
4 4 4 4 4
。これが
4 4 4
「支配型通信学習
4 4 4 4 4 4 4
」にほか
4 4 4
（40）Giddens（1985）邦訳 55 ～ 64 ページ。
（41）Eisenstein（1993）P. ⅹⅰ .Soboul（1951）邦訳（上）84,125 ページ。飯尾（1991）71
　ページ。
（42）William（1963）p.52.（Note3）.　 
（43）Ure（1835）p.479. 飯尾（1991）108 ページ。
（44）飯尾（1991）第三章。
（45）McLuhan（1962）邦訳 303 ～ 4, 358 ページ。
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ならない
4 4 4 4
。
　その＜集中化＞状況は，19 世紀末から 20 世紀にかけて，重化学工業革命な
どによるさらなる技術発展と大企業化や都市化，マスメディアの進展などの現
象も加わって，よりいっそう社会全般に進行する。
（46）
19 世紀初めにアメリカで
生まれた「互換性部品システム」を基礎にして，20 世紀には大量生産システ
ムが広く展開した。その進展は，当時の支配型通信学習と結合した経営構造の
もとで単純労働を拡大した。テーラー（F. Taylor）は「労働者は“考える”必
要はない」「労働者は与えられる指令に服従するあり方を学ばねばならない」
と言った。
（47）
フォード（H. Ford）はフォード・システムの「本質的利点は労働
者から思考の必要を減らしたことである」と言った。
（48）
　このような志向は，欧米だけでなく，革命後のロシアでも現れた。レーニン
はテーラ ・ーシステムを批判しつつも，そこに労働標準化などの「科学的成果」
もあるとも言い，それをある種の「過渡的手段」と見た。
（49）
1920 年代に，労働者・
労働組合による工場管理を主張した一派は，このレーニンによって否定された。
そして「党……それは指導者である」
（50）
という原則のもとに，20 年代末からの
ソ連の工場は，“党組織と，党によって任命された工場長・職場長”が「絶対
権力を持つ」と規定される
（51）
＜上からの制御＞におかれた。
　このようにして 20 世紀半ばまでは，世界に「支配型学習」による「上から
の制御」が普及した。そして今，その一極であったソ連が崩壊し，またもう一
極の「アメリカニズム型グローバリゼーション」が行き詰まりつつある。それ
が今日の情報技術革命が生む自然史・人類史の「第五段階」である。その説明
に入る前に，ここで「支配」そのほかのコンセプトについて整理しておこう。
（46）以下の 20 世紀の展開部分については飯尾（1991）第 5,7 章に詳述している。
（47）Friedman（1964）p.89，邦訳 56 ページ。Leonardi（1957）邦訳 51 ページ。Taylor（1911）
p.133，191 ～ 2..
（48）Ford（1922）p.80.
（49）Lenin（全集）第 27 巻「ソビエト権力当面の任務」邦訳 261，271 ～ 2 ページ。
（50）Lenin（全集）第 32 巻「再び労働組合について」邦訳 96 ページ。
（51）ソ連科学アカデミー編（1940）邦訳（1943），下，418、421 ページ。
16 経済理論　354号　2010年 3 月
3.5　「人間主体間の制御」の三基本型―――（イ）「支配」＝一方的制御，
　　　（ロ）「協同」＝相互的制御，（ハ）「非協同」＝相互に制御不能
　社会行動は，なんらかの意味で他の主体への「働きかけ」を含み，広い意味
で他の主体への「制御」をめざすことになる。そこで，関わりをもつ主体間の
関係を制御の関係によってとらえるとき，基本型は，上に示した三つになる。
2 主体モデル（dyad　model）で見よう。
（52）
（図 1）
　　　　　　　　　　　　　　　
（イ）「支配」＝一方的制御（one-sided control）
　A はBを制御しており，BはAを制御できない。これが「支配」（rule;domination）
である。A が支配者，B が従属者である。A から B への制御通信が「命令」（order）
であり，B の行動結果についての B から A への通信が「報告」である。この命令・
報告関係が「権利・義務」として保持されているのが「狭義の支配」，そのよ
うな権利・義務関係はないが結果として B が A に制御されるのが「事実上の
力による支配」などとも言われる。
（53）
いずれにせよ，A が B への支配を生み出
す能力が A の「支配力」＝「権力」（power）である。権力の源泉には，教化・
宣伝・説得などの情報能力や富，暴力・武力がある。
（ロ）「協同」＝相互的制御（mutual control）
　協同（cooperation）は「協働」と書いても同じである。なんらかのあり方で，
力をあわせて行動することである。その行動にあたって，なんらかの形で，A
は B の制御を受け入れ B は A の制御を受け入れる。すなわち相互的制御であ
る。協同の成立条件は次の三つである。（ⅰ）目標調整（goal coordination），（ⅱ）
（52）以下は飯尾（1998）第 9 章，9.2 などにも詳述。
（53）Weber（邦訳：1970）9，10 ページ。
図 1
支配 協同 非協同
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事前通信（ex-ante communication），（ⅲ）情報共用（co-learning）。以下，順
に説明しよう。行動で最も大切なのは目標である。協同を成り立たせるために
は，まず互いの目標に関して，共通目標部分ないし相互に達成を望む目標部分
の確定に向かって相互調整が必要である。これが積極的協同である。また，共
通目標の達成でなくとも，両者の目標が互いの目標達成を邪魔しないよう目標
調整するのが消極的協同である。この両面が併用されるのも通例である。しか
し，目標調整だけでは協同は成立しない。簡単な例でいうと，二人で協同して
一つの物を持ち上げようとするとき，互いに合図をかわしてから持ち上げない
と役に立たない。そのように，互いの決定内容を事前に伝え，必要ならば行動
事前にその決定内容を調整しなければならない。これを事前通信という。目標
調整，事前通信の二つを満たしても十分ではない。協同を実行するなかで絶え
ず学習しながら行動を改善・調整する必要が多い。従って絶えず互いの持つ状
況情報・経過情報を交換し協同のあり方を改善する。これが情報共用である。
（ハ） 「非協同」＝相互に制御不能（un-controlable）
　互いに関わりを持つ主体間で，いずれもが相手を支配できず，また両者が協
同しない状態が非協同（non-cooperation）である。いわゆる紛争（conﬂict）や「闘
い」がここに入る。そのとき，両者が話し合い目標を調整して消極的協同を行
なうのが「妥協」（compromise）である。これまでの
4 4 4 4 4
「市場」や「交換」をこ
こにつながるものとして見ることも多い。ウェーバー（M. Weber）が「利害
の妥協のみによって規律される市場交換」といったのもその一例である。
（54）
これ
がこれからは通用しないという点については第四章で重要なポイントになる。
（55）
　なお，上述で「主体」というとき，社会における基本的主体たる個人
（56）
のほか，
個人間の支配や協同からなる集団・組織をも示しうる。それらの集団・組織相
互間における制御の基本関係も上述の基本型を示すこととなる。
（54）Weber（邦訳：1975）313 ページ。
（55）4・1・（イ）参照。
（56）社会の基本主体が個人であるという点については飯尾（1998）12 ～ 3，167 ～ 9 ページ。
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3・6　新段階としての第五段階＝＜協同的通信学習
4 4 4 4 4 4 4
＞段階の到来。過去の「機
械化」と異なる情報技術革命による一般労働の知的化，＜多対多＞通信，情
報の共有化。一般人の情報水準の発展と＜参加力
4 4 4
＞の増大。「文字」以来の
＜支配＞型の崩壊。―――これまでの人には予想できなかった事態。　 
　いよいよ新段階について見よう。これまでの＜支配型通信学習＞の段階を終
わらせるのが，今日の「情報技術革命」である。情報技術革命は，社会の基盤
である「労働」と「通信」に根本的な変化を生みだしている。
（57）
　技術研究家リリ （ーS. Lilley）が早くから示唆したように，情報技術革命は「機
械化」の「逆転」であり，単純労働をなくす方向をとる。
（58）
単純労働の多くはプ
ログラム化され制御装置に移される。また，異なったポジション間のシステム
連結性が増大し，すべての労働者に十分な一般的知識と決定能力が多く求めら
れる。これらによりすべての労働者の「知的化」が産業のすべての分野で進行
する。一つの道筋は，多くの労働者がなんらかの形で情報システムの操作・管理・
計画にたずさわる道筋である。もう一つの道筋は，コンピュータに乗り切らな
い相談・交渉・協議・計画などについて多くの労働者がたずさわる道筋である。
これらの道筋を通り全ての労働者が専門労働者となる。もはや「管理する者と
管理される者との境界を規定した分岐そのものが消えていく」（Ｓ . ズボフ）。
（59）
これまでのように，情報が「上」だけに集中し「上」からの命令で，何も知ら
ない「下」の者が働くという支配システムは崩れて行かざるを得ない。
　さらに今一つ重要なのが，情報技術革命がもたらした「通信革命」である。
通信革命は＜一対一・双方向＞のパーソナル通信と＜一対多・一方向＞のマス
通信を総合し，＜多対多・双方向
4 4 4 4 4 4 4
＞かつマルティメディアの通信
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を生みだした。
これまで巨大組織だけが発信者であったような通信能力が中小組織・労働者・
一般市民に可能となる。発信者の分散とともに「情報の共有化」が広く進む。
（57）飯尾（1998）10.1 参照。
（58）Lilley（1965）p.234. 邦訳 346 ページ。
（59）Zuboff（1984）p.243.
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社会学者ヘデブロ（G. Hedebro）がいうように「通信能力を操縦できる者が，
社会変化の方向に影響を与える位置にある」
（60）
とすれば，通信革命は社会変化の
イニシィアティブを広く多くの人々に解き放つことになる。このようにして一
般人の情報水準と情報能力が発展すれば，社会運営への一般人の＜参加力
4 4 4
＞も
増大する。ズボフのいう「管理する者と管理される者との分岐の消滅」は多様
な形で社会全般に浸透していく。もはや
4 4 4
「文字
4 4
」以来の
4 4 4
「支配型
4 4 4
」は崩れてい
4 4 4 4 4
く
4
。この事態は近世・近代のすぐれた学者なども含めて，これまでの人に予想
できなかった事態である。すなわち，社会の人々が広く
4 4 4 4 4 4 4 4
「協同
4 4
」して
4 4
，互いの
4 4 4
情報を共有し活用して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「学習
4 4
」を進める
4 4 4 4
「協同的学習
4 4 4 4 4
」の段階が自然史・人類
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
史の第五段階として実行可能かつ必然的なものとして現れつつある
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。その前兆
が先述したように，ソ連の崩壊であり今日のアメリカ型グローバリゼーション
の行き詰まりに他ならない。その「協同的学習
4 4 4 4 4
」段階
4 4
の具体的展開のポイント
をつぎに見よう。
4　新段階の根本は「すべての人の自律性と参加による協同」とし
ての「協同社会システム」＝＜支配＞型否定への第一歩。“資本主義
4 4 4 4
”
ではなくなる
4 4 4 4 4 4
。
　上述でみたように新段階の根本は社会の全面における＜支配型＞からの離
脱，「協同的通信学習
4 4 4 4 4 4 4
」に見合った社会・経済システム
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の推進である。具体的
な第一歩は一体どういうことになるのか。経済・政治の面からみていこう。
4.1　経済における参加と協同の全面化。市場と企業の変革。
（イ）市場が持つべき広義の“公共性”。＜互酬＝協同＞としての交換と市場。
市場機構を事前調整機能と自動調整機能を併せもつ「協同的市場」に改造。
　まず必要となるのが市場組織のあり方の根本的変革である。それには，まず
＜市場＞についての考え方を一新する必要がある。それは，市場が
4 4 4
“広義の公
4 4 4 4
（60）Hedebro（1979）p.9.
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共性
4 4
”を持つべきこと
4 4 4 4 4 4 4
の確認から始まる。
（61）
　ギデンスも言うように”public（公 ; おおやけ）”という言葉は多様なニュア
ンスを持つ。
（62）
しかし大別すると二つのコンセプトが基調になる。一つはギデン
スも言う，国家の管理組織となんらかの形でつながる「公的領域」を示す用法
であり，
（63）
“狭義の公共性”といえる。いま一つはこれもギデンスもいう，「一
4
般化できる一群の人々に関わりあっていく
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」という意味での用法である。
（64）
すな
わち，ある情報活動・社会行動が
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，一般の多くの人々に対し積極的に働きかけ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ているという関係構造
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を示すときである。「公演（public performance）」「公刊
（publication）」等々も一例になる。これが”広義の公共性”である。そのよう
に考えれば，市場におけるすべての供給行為，すなわち社会の人々に対して能
動的に物・サービス・情報を提供する活動は，すべて「広義の公共的行為」と
して，正確に情報を開示しその開示情報に沿う実態を提供して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，人々のニーズ
4 4 4 4 4 4
に正しく応える
4 4 4 4 4 4 4
「交換
4 4
」を実現するという
4 4 4 4 4 4 4 4
，公共性としての社会的責任
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を普遍
的に伴わねばならないことも明らかとなる。従って，これまでの，“市場は自
己利益を追求するシステムであり，それが需給均衡を通じて社会的に最適な点
に収束する”という“常識”は根本から改めねばならない。その意味では，す
ぐれた思想家ポラニー（K.Polanyi）が，われわれのいう「協同」の一つの原
型たる人間相互間の「互酬（reciprocity）」（互恵）を近・現代の「交換」と分
離し「経済とは無縁の行動原理」として枠付けたのも，
（65）
支配型通信学習時代の
状況に沿って説かざるを得なかった現実の反映と理解すべきだろう。今日の協
同的通信学習の時代段階にあっては，これまでとは異なり「互酬
4 4
」が市場の中
4 4 4 4 4
に生きるシステム
4 4 4 4 4 4 4 4
を構築しなければならない。今日の一般人が持つ情報参加力
の状況の下では，市場システムの中で，消費者・需要者の側の要求・ニーズを
（61）以下については飯尾（2004）また（2006a）など参照。
（62）Giddens（1985）p.209，邦訳 241 ページ。
（63）Ibid, p.181，201，209，211. 同上 210，232，241，243 ページ。
（64）Ibid, p.209，邦訳 241 ページ。
（65）Polanyi（1944,57,2001），2001 ed., 邦訳 83 ページ，また訳者あとがきなど。
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供給者の側に交換事前に常に集積・集約して正確に反映し，市場システムの事
前調整を果たしつつ，それを市場の持つ自動的事後調整機能と併合していくと
いうことが十分に可能となっている。これまでの古い比較体制論から出てきた
「混合経済」論や，最近の「社会的市場経済」論や「市場経済」批判にしても，
いずれも「事後調整機能の市場」に対して「外から
4 4 4
」狭義の「公共体」が修正
作用するという発想から根本的に抜け出ていない。そうではなくて，市場機構
の「中から
4 4 4
」，機構そのものを今日の協同的通信学習の段階に見合った
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，事前
4 4
調整機能と事後調整機能を併せ持った
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「協同的市場
4 4 4 4 4
」に改造しなければならな
い。しかし，それには，市場における一つの中心的な主体たる「企業」の大き
な変革が前提となる。次に述べよう。
（ロ）
（66）
企業本質の根本的変革。「企業の目的」は「社会的ニーズの充足」。利
潤は制約条件。労働者・消費者参加。＜労働制御権＞を売らない賃金。＜
労働と資本＞のシステムは続く。しかし“資本主義
4 4
”ではなくなる。労働
の社会性と企業の社会性。環境に関する「被担性」の自覚。
　活動にとって最重要なのは「目的」である。新段階の企業は「協同＝互酬」
に立つ「市場の公共性」時代に沿って目的の変革を始めねばならない。企業の
4 4 4
目的は利潤ではなく
4 4 4 4 4 4 4 4 4
｢ 人々のニーズ
4 4 4 4 4 4
｣ を充足することである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ということを社会
通念としなければならない。これは突飛なことではない。かつて SAS の経営
を立て直したカールソン（J. Carlzon）は「人々のニーズを充足することが企
業の目標である」，「利潤そのものは最重要な経営目標ではない」と明言した。
（67）
松下幸之助も「利潤そのものは企業の目的ではない」「企業の目的は……人々
の役に立つという本来の使命を全うすることである」と言った。
（68）
利潤は，松下
幸之助の言葉を借りれば，人々の役に立ったことへの「お役立ち料」
（69）
であり，
つまり「報酬」であるとともに，その受領は企業がその活動を継続するために
（66）この項については飯尾（2006b）（2007）参照。
（67）Carlzon（1987）pp.9,29. 邦訳 9，42 ページ。飯尾（2006b）23 ～ 6 ページ。
（68）松下（1974）復刻版 12，43 ページ。『PHP Business Review』2005 年 3―4 月号 80 ページ参照。
（69）同上。
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必要な「制約条件
4 4 4 4
」の充足確保
4 4 4 4 4
というべきであろう。
　いま一つ，既述したような一般労働者・消費者の参加力の増大
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
段階にあって
は，企業活動にかかわる労働者・消費者の情報権・協議権・
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
決定参加権
4 4 4 4 4
の確立
が必要となる。消費者参加については先述の市場における事前調整と関わって
今後におけるさらなる具体的議論が必要である。労働者参加については EU で
は「EC 社会権憲章」（1989），「欧州労使協議会指令」（1994），「欧州会社法・
労働者関与指令」（2001），「EU 一般労使協議指令」（2002）と進んでおり，一
進一退を見せながらも既に EU 圏内十数カ国で国内立法化または全国協約が実
施されている。
（70）
これも「新段階」状況の必然的反映に他ならない。わが国でも
すでに連合の主力労組関係を中心に「労使経営協議会法」推進などの動きが進
められている。
（71）
ここで最重要な問題は，これらによって「労働と資本」の関係
が根本的に変わる状況に直面していることである。
（72）
労働契約は商品交換と異な
り「労働する」という契約である。契約の時点で労働の具体的状況のすべてを
前もって決めることは出来ないので「継続的債務」（Dauerschuldverhältniss）
とか「不特定債務」といわれる。
（73）
そこで，これまでの「支配型社会」ではその日々
の労働具体化の決定を雇用者が握るという形で「労務指揮権」が現れる。しか
し今日の状況では「労務指揮権の決定を可能な限り労使間合意に委ねるべき」
という要請が現れている。
（74）
これが前述の「労働者参加」への動きである。かつ
て，国際計量経済学会会長アロウ（K. J. Arrow）が「被雇用者は使用主の権威
に従うという同意を売っている」と規定した関係
（75）
は崩壊に面している。労働賃
金はもはや「労働制御権」を売らない賃金となる。資本と労働のシステムその
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものはこれまで通り続く
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。しかし企業活動は資本と労働を完全に平等な基体と
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（70）Blanpain（1999）p. ⅸ .
（71）『経営民主主義』各号。法案案文は 27 号。
（72）以下は飯尾（2007）にも詳述している。
（73）土田（1999）98，272 ～ 3 ページほか。
（74）土田（1999）273，306 ページ，また 312 ページの注 9，10.
（75）Arrow（1974）p.25，63，64.
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して成り立つという本質に立つこととなり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，株主・経営者・労働者・消費者・
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
地域関係者などすべてのステークホルダー
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（stake-holder・利害関係者
444444444444 4 4 4 4 4 4
）によ
4 4
る運営が必要となっている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。
（76）
また労働者の所有参加も課題である。もはや
4 4 4
，資
4
本が労働と企業を
4 4 4 4 4 4 4 4
「一方的制御
4 4 4 4 4
」＝
4
「支配
4 4
」する
4 4
「資本主義
4 4 4 4
」ではなくなる
4 4 4 4 4 4
。
ここで大切な事がある。労働者が参加権を得て自己決定権を得るという事は，
手前勝手に自己利益を主張するということではない。労働はもともと
4 4 4 4 4 4 4
「仕事
4 4
」
を通じて労働者が社会とつながり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，社会の役に立つことであり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
，賃金は社会か
4 4 4 4 4 4
らのその
4 4 4 4
「報酬
4 4
」である
4 4 4
。労働者は自己決定権を拡大することにより，真の
4 4
「労
4
働主体
4 4 4
」となり自らの労働の持つ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
社会性に責任を持つこととなる。労働者参加
を通じて始めて労働と企業がともに社会的責任をもつ姿勢が確立され，それに
よって消費者参加のシステム開発も進み，市場の「広義の公共性」への道が進
むこととなる。そのように企業と市場の構造変革により，環境問題への対処も
本格化する。支配型から協同型に転化することにより，環境にやさしい技術と
生活の開発も展開する。しかし＜人間のもつ自然への撹乱作用＞への闘いは，
レオナルド・ダ・ヴィンチと同じく中井正一が指摘したように，人間の不可避
4 4 4
の
4
「重荷の姿
4 4 4 4
」たる
4 4
「被担性
4 4 4
」（Getragenheit）
（77）
の自覚としての厳しい前向き
の闘いであり，そのための「協同知」の永続的な開発も上述してきた変革によっ
てのみ実現される。
　（ハ）ニーズの型に見合って協同的市場・参加型公共・市民組織形態を総合。
　ここで重要な事は，人々の「ニーズの型」に合わせて公共体，民間企業，市
民組織（中間組織）などを総合的に活用することである。
（78）
人々のニーズには大
きく分けて三つの型がある。「安定型」「発展型」およびその「中間型」である。
　「安定型」ニーズとは，欠乏・不快・苦痛の除去などのように，心身状態や
それに関係する条件について，ある
4 4
「標準状態
4 4 4 4
」に
4
“安定化
4 4 4
”する
4 4
ことを求め
（76）飯尾（2006b）31 ～ 5 ページ。なお高島（1996）366 ページ。
（77）中井（全集）Ⅱ，305 ～ 6 ページ。なおⅡ 128 ～ 9，Ⅲ 118，295 ページそのほか。
（78）この項については飯尾（2005），また（1997）なども参照。
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るタイプのニーズである。各人のニーズ充足の目標には共通性があり，各種の
共通・共同的手段による充足が可能かつ有効となる。医療・保健・福祉ニーズ
の多くも好例となる。水道・ガス・電力供給へのニーズも，ニーズの標準的安
定的充足が基本であり共同的手段の共用が基本性格となる。鉄道交通も，各人
の発着地は多様だが，それらをグループ化し路線標準化により安定的輸送能力
を供給するのが基本となる。郵便，通信もこれと類似である。「基礎」教育ニー
ズについても能力の多様開発のためにもまず「標準」能力の供給が基本となる。
　「発展型」ニーズでは，上述と反対に，そのニーズにおいて多様な型が「発展」
する事，すなわち“個の差異化”が基本性格となる。一般の衣食住・リクリエー
ションなど広く一般消費財ニーズの多くに，これにあたるものが増える。
　上述の二つの「中間型」というのは，医療・保健・福祉・教育などの“ヒュー
マン・サービス”にみられるもので，そこでは“共通のニーズ”といっても生
活状況に応ずるきめ細かい個別化メニューが必要になる型のニーズも多い。
　これらのニーズに応じ，たとえば安定型ニーズの多くは公共体ないし公共体
として扱われる事業体が非市場型または市場型とのミックスで行なうのが適切
となる。また中間型ヒューマン・サービスにあっては，ボランティズムと専門
的責任との結合が必要であり民間非営利組織としての「中間組織」が必要であ
ることも指摘されている。
（79）
コミュニティに密着したホームドクターの必要性も
ここにある。発展型については一般の私的企業・個人経営，また協同組合等の
市民型組織の運営が必要となる。生産財・金融の分野についても，上述に準じ
て検討が必要である。このような形での配置に立つ協同経済が必須となる。な
お，ここでいう「公共体」は，当然に市民参加型の公共体でなければならない。
そのことは次節につながる。
（79）田尾（1995）。
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4.2　国内・国際政治における参加と協同の徹底化。「新しい民主主義」。
（イ）「手の届く組織」としての自治体・国における参加・自治・分権の徹底化。
“お任せ代議制”“票決主義”の「古い民主主義」からの脱皮。市民・
4 4 4
国民
4 4
の直接的協議と協同学習
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
に立つ「新しい民主主義
4 4 4 4 4 4 4
」。公共体改革 。
（80）
　参加と分権については多く語られているが，最重要ポイントが欠けやすい。
それは「手の届く組織
4 4 4 4 4 4
」のコンセプトである。
（81）
多くの政治的審議・執行を可能
な限り一般市民の“手の届く”つまり直接参加につながるヨリ基礎の自治体を
中心にシステム化する考え方である。すでに EU では，この考え方に立つ「補
完性原則（principle of subsidiarity）」により，ヨリ末端組織ほど基礎であり，
ヨリ“上級”組織はそれを補完する役目であるとして多くの公共サービス機能
の運営を可能な限り基礎自治体に委ねつつある。今日，「分権」というとき，
この「ヨリ基礎の自治体中心主義
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」を忘れてはならない。
　さらに今日の新段階にあっては，国そのものを
4 4 4 4 4 4
“手の届く組織
4 4 4 4 4 4
”に変えてい
4 4 4 4 4
く
4
努力が必要となるのである。今日まで民主政体の中心である「代議制」の成
立点は 18 世紀市民革命である。当時の英仏で 70 ― 80 パーセントの人が自分の
名を書けなかったように，
（82）
一般大衆は十分な知的・情報水準を持てなかった。
その状況下で「エリート」（原義 : 選ばれた人）を選び「代議」してもらうシ
ステムが生まれた。しかし，今日の一般の知的水準は様変わりした。新段階に
あっても代議制は必要とはいえ，そのことは，多くの案件について
4 4 4 4 4 4 4 4 4
「代議者
4 4 4
」
が
4
「選挙民
4 4 4
」の多様な意見を常に直接に集約・反映しつつ審議する方法を否定
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
するものではない
4 4 4 4 4 4 4 4
。今や
4 4
，「私にお任せ下さい
4 4 4 4 4 4 4 4
」型代議制に立ち
4 4 4 4 4 4 4
「票決
4 4
」のみ
4 4
に依存するこれまでの
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「古い民主主義
4 4 4 4 4 4
」から脱皮し
4 4 4 4 4
，多様なニーズをもつ市民・
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
国民の直接的な協議・
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「話し合い
4 4 4 4
」を基礎にする協同的学習に立つ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「新しい民
4 4 4 4
主主義
4 4 4
」を構築しなければならない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。たとえば① 常に
4 4
住民投票・国民投票型
（80）この項については飯尾（2006b）38 ～ 41 ページ参照。
（81）Stoker, in Batley & Stoker（eds）（1991）,p.10.   
（82）香内（1982）22 ～ 3 ページ。安元（1982）360 ～ 361 ページ。
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の意見聴取と公開審議を多様な形で組織し，これが「代議審議」を誘導するシ
ステム，② 法案・条例の制定・改正の発案権を国民・市民全般に拡大するシ
ステム，③ 各種審議機関・代議機関の制度的改革による国民・住民参加型公
開審議と住民・国民投票，アンケートの拡大などが必要となる。これらを基礎
に，各種行政・公共体を徹底した市民参加型に改革し，その参加型公共体と市
民組織・社会的企業との連携も必要かつ可能となる。上述の経済・政治改革を
実現してはじめて，「我々が人民である」ことへの第一歩が現実となる。　
（ロ）全ての人・地域・国の多様性
4 4 4
・公平性
4 4 4
・自治・協同に立つ
4 4 4 4 4 4 4 4
正しいグロー
バリゼーション。
　上述してきた経済・政治の方向は，わが国を初め全ての発達諸国で実行され
る必然性を持つ課題である。ただ，世界には，新段階といっても，今日ではそ
こまでの課題に到り得ない貧困と混乱に悩む国・地域が多いことも事実である。
しかしその場合も，その現実の多くは，関係する“大国”や国際資本や途上国
の持つ「支配型」が大きな原因となっている。したがって，ここでも問題の大
きな鍵は発達国がまず自らの「協同型」への脱皮を進めることである。そして，
全ての国が国際協力して，単なる“多極化”ではなく全ての人々・地域の多様
化・公平性・自治・協同に立つ正しいグローバリゼーションを進めねばならない。
その場合，それらの地域における実態・背景についての情報が国際的に，かつ
全ての人に共有される条件が増大することも新段階の示す特徴となる。
5　日本の「転換期」と日本人のもつ可能性と将来
　紙数も残り少ないが，最後に，わが国に関して一言。最近のわが国における
「政権交代」も，これから種々な一進一退を見せることもあろうが，そこには，
世界とわが国における“変革”への胎動を感じとった国民の変化がそれなりに
示されたことは，最初に述べたオバマ登場と同一である。国民が政治と経済の
「変革」を求める胎動が多様に蓄積していたと見るべきだろう。状況を単なる“政
局評論”レベルで見ていると大きな誤りに陥るだろう。長期的視野に立つなら
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ば，今回のような国民的反応はこれからも種々な形をとって現れ続ける
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
と考え
るのが妥当といえよう。さらに，日本人はしばしば言われるように「和」の風
土を持っており，「他」への「協同」は持ち前の技術文化の蓄積と，平和国家
としての姿勢と重なって新段階の世界に大きな寄与が期待されるのである。
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